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新婦人中央委員会
平和の取り組みの強化を確認
3月28日、29日「雇用とくらし、平和と地球をまもれ！女性の願いを国政に　仲間づくりの飛躍で第24回全国大会の成功を」と第145回中央委員会を開きました。

中央委員会では、2010年春のＮＰＴ再検討会議にむけ、国際署名「核兵器のない世界を」200万達成をめざし、原水禁世界大会までに100万の節目標をやりきろうと提起。そのために会員みんなが署名のとり手になろう、ベテラン会員が力を発揮して国際署名を500以上集めよう、核廃絶･憲法署名各100集めるピースチャレンジをつよめようとよびかけました。また、憲法改悪を許さず自衛隊の海外派兵や市民生活への介入に機敏に抗議しやめさせる行動や米軍再編強化に反対する運動について確認しあいました。

討論では、「3.1ビキニデーに貸切バスで参加し、国際署名に勢いがついた「姉妹都市への原爆写真の贈呈を行政に相談したら、6月に平和友好のために来日するので、そのときに直接渡すことにしたらと提案され、担当者からも感謝された」「高校の部活で自衛隊体験入学。すぐに抗議の申し入れをした。高野連が厳重注意」など、各地の活動が発言されました。

　全国でとりくまれている雇用とくらしを守る行動についても「育休切きりに納得がいかないと立ち上がり入会」300人超えるボランティアが協力、「医師、不動産屋、司法書士とも協力して派遣村を実施」「美容師が散髪サービス」など、各地で共同がひろがっているようすが報告されました。平和の問題でも雇用の問題でも、いまこそ憲法の全条項を守りいかす運動をとみんなで確認しあいました。

東京自治労連

組合員数の30倍、90万枚の憲法署名ハガキ作成

連日署名ハガキが返送さる
　　東京自治労連は、自治労連の方針を踏まえ、組合員10倍の署名達成にむけ各単組で奮闘しています。「署名欄付きハガキ」を組合員の30倍作成し、駅頭宣伝、全戸配布などを旺盛に取り組みはじめています。お花見をしている公園に個々に積極的に署名を訴えたり、女性部は統一行動日を設定し、ひとつひとつ丁寧にポステイングしたりと様々な取り組みが行われています。その結果、東京自治労連には、返信用のハガキが連日届き、１日に30枚ものハガキが戻る日があるなど反響の大きさを示しています。

　東京自治労連本部役職員は、月１回大塚駅で夕方「憲法９条守れ！」と宣伝行動を行っています。昨日8日は、「署名欄付ハガキ」と一緒にテッシュが1000個があっという間になくなり、署名をわざわざ書いて渡してくれる人もいたりと感心の高さがうかがえました。

政府は、日本国民が未曾有の経済危機のなかで苦しい生活を強いられているにも関わらず、アメリカのために、戦争のために7000億円支出するという「グアムの新基地建設協定」に2月17日にアメリカのクリントン国務長官と調印しました。

今、「派遣切り」され、住まいを失う人がたくさんいます。親が失業し、授業料が払えずに中退する高校生も増えています。国民には冷たく、アメリカいいなり、戦争のために税金を使うのではなく、雇用や暮らし、教育、福祉のためにこそ税金は使うべきです。憲法25条に明記されている「健康で文化的な生活を営む権利を有する」ためにも、憲法を守り、暮らしにいかすために引き続き闘う思いを新たにしました。

愛知

知地域労働組合きずな：こつこつと集めた409筆

愛知地域労働組合きずなは、愛労連や全労連作成の憲法署名用紙を使って憲法署名を集めてきました。

08年1月13日（日）08新春学習会「憲法と私たちの生活」を行って憲法署名を本格的にスタートさせました。会議の後に、金山駅前で宣伝、署名行動に取り組んだり、こつこつ集めて、累計409筆になりました。

愛中川地域センター：高畑交差点で宣伝に「がんばって」と高校生

　憲法改悪反対共同センター中川の会は、4月9日（木）17：45～18:30、高畑交差点で、5人で宣伝行動をしました。「憲法と平和を守る愛知の会」が栄バスターミナルで配布したチラシを中川バージョンに変え、愛労連で印刷した200枚を配布しました。チラシの受け取りもよく、高校生から「がんばってください」と声をかけられました。

3月18日、ソマリア、グアムで国会議員要請

憲法改悪反対愛知共同センターの末永室長が　3月18日、「ソマリア海賊対策での自衛隊派兵に反対する署名」804筆、「グアム移転協定に反対する署名」139筆などを、デモ隊を出迎えた共産党の井上哲士参議院議員らに手渡しました。

愛知県に事務所を構える「衆議院外務委員会」所属の国会議員３人へ、「グアム移転協定を国会で承認しないこと」を要請。議員本人には会えませんでしたが、秘書に「税金は国民のくらしに使ってほしい」などと話をしました。

自民・篠田陽介議員　　ドアごしに要請書を受け取るが、こちらの問いかけには終始無言。

公明・伊藤渉議員　　秘書は、日本の61億ドル（約7,000億円）提供は「米軍基地のグアム移転費用で、沖縄県民の負担軽減に必要」と説明。こちらが、税金の使われ方について「雇用破壊や貧困な福祉・医療で困っている国民にこそ使うべきでおかしい」と迫ると、言葉につまり事務所の奥に引っ込みました。

民主・近藤昭一議員　　秘書が「議員もグアム移転問題はおかしいと思っているが、党内に様々な意見があり難しい」と説明。こちらは、「議員が本当におかしいと思っているなら、外務委員会で徹底審議に奮闘すべき」と迫りました。
＜愛労連憲法ニュースより＞

【転送転載歓迎、各地のニュースに活用してください】
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